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温室効果ガス排出量要因分析 

１ 温室効果ガス排出状況 

温室効果ガス排出量の推移 

市内の温室効果ガス排出量は、現計画の短期目標年度である 2012年度には 1,962千 t-CO2であ

り、基準年度（1990年度）比で 1.1％の増加となっています。また、最新の 2013年度の温室効果

ガス排出量は 1,828千 t-CO2（基準年度比 5.8％減）となっています。 

温室効果ガス排出量の推移を見ると、1995年度をピークに減少傾向で推移していましたが、2009

年度には、電力の排出係数の低下や、2008年度後半からの金融危機の影響によって景気が後退し

たことに伴いエネルギー需要が減少したことなどにより排出量は大幅に減少しています。2010年

度には、景気後退からの回復に伴うエネルギー需要の増加、電力の排出係数の上昇などにより、

2009年度に比べて排出量が増加しました。さらに、2011年度以降は東日本大震災による原子力発

電所の停止に伴い電力の排出係数が上昇したことで排出量が大幅に増加し、2012年度には基準年

度を超えるレベルまで増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温室効果ガス排出量の推移 

２ 要因分析結果 

（１）対象部門 

以下の各部門について要因分析を行い、各部門の排出量の増減に対する各要因の寄与度を明ら

かにします。 

 

 

 

 

■エネルギー起源 CO2 

・産業部門（製造業）     ・産業部門（非製造業） 

・民生部門（家庭）       ・民生部門（業務） 

・運輸部門（旅客自動車）  ・運輸部門（貨物自動車） 

資料１－２ 

 



0

300,000

600,000

900,000

1,200,000

1,500,000

1,800,000

-200,000

-100,000

0

100,000

200,000

300,000

2009 2010 2011 2012 2013

CO2排出原単位要因 エネルギー消費原単位要因 一人あたりGDP要因 人口要因 CO2排出量変化 CO2排出量

前年度からのCO2増減量（t-CO2） CO2排出量（t-CO2）

2009年度からの増減の累計
(単位：t-CO2)

＋74,984

＋66,823 ＋8,161

CO2排出量変化

CO2排出原単位要因
エネルギー消費量

要因

207,151

＋155,230 ＋51,920

エネルギー消費
原単位要因

経済活動要因

-23,064

一人あたりGDP要因 人口要因

 

（２）エネルギー起源 CO2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【エネルギー起源 CO2排出量の増減要因推計式】 

 CO2排出量 エネルギー消費量 市内総生産

エネルギー消費量 市内総生産 人口

CO2排出量＝ × × × 人口

CO2排出原単位要因 人口要因 一人あたり GDP要因 エネルギー消費原単位要因 

エネルギー起源 CO2全体を見ると、2011年度には、電力の排出係数の上昇に伴って、「CO2排

出原単位要因」が大きく増加要因となっています。2013 年度には、継続した省エネ・節電への取組

等により、「エネルギー消費原単位要因」が減少要因となったことに加えて、すべての要因が減少要

因となったことで、CO2排出量は減少に転じています。 

・電力の CO2排出係数 

・省エネ・節電への取組 ・人口 

・経済成長 

吹き出しの内容：各要因

に影響する要素の一例 

CO2排出量 

前年度からの変化量 
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エネルギー消費原単位要因 経済活動要因 CO2排出量変化 CO2排出量

前年度からのCO2増減量（t-CO2） CO2排出量（t-CO2）

2009年度からの増減の累計

(単位：t-CO2)

-192,711 ＋92,475

-100,237

CO2排出量変化

CO2排出原単位要因
エネルギー消費量

要因

113,177

＋213,414

CO2排出原単位要因
（電気）

CO2排出原単位要因
（その他燃料）

エネルギー消費
原単位要因

経済活動要因

＋242,019 -28,605

（３）産業部門（製造業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【産業部門（製造業）の増減要因推計式】 

 

CO2排出原単位 

要因（電力） 

経済活動要因 

産業部門（製造業）では、2010年度以降の電力の排出係数の上昇に伴って、「CO2排出原単位

要因」が継続的に増加要因となっています。「エネルギー消費原単位要因」については、2010～

2011 年度には増加要因でしたが、2012 年には「経済活動要因」である市内総生産の増加に比べ

てエネルギー消費量の増加が抑えられたことで減少要因に転じています。2012 年度から 2013 年

度にかけては「CO2排出原単位要因」以外のすべての要因が減少要因となったことで、CO2排出量

は減少に転じています。 

・電力の CO2排出係数 

吹き出しの内容：各要因

に影響する要素の一例 

CO2排出量 エネルギー消費量

エネルギー消費量 市内総生産

CO2排出量＝ × × 市内総生産

CO2排出原単位 

要因（その他燃料） 

エネルギー 

消費原単位要因 

・工場で使用する燃料種 ・省エネ・節電への取組 ・生産量 

CO2排出量 

前年度からの変化量 
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エネルギー消費原単位要因 経済活動要因 CO2排出量変化 CO2排出量

前年度からのCO2増減量（t-CO2） CO2排出量（t-CO2）

2009年度からの増減の累計

(単位：t-CO2)

-11,645

＋4,531

＋16,175

CO2排出量変化

CO2排出原単位要因
エネルギー消費量

要因

9,823

（＋5,292）

CO2排出原単位要因
（電気）

CO2排出原単位要因
（その他燃料）

エネルギー消費
原単位要因

経済活動要因

＋6,855 -1,563

（４）産業部門（非製造業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【産業部門（非製造業）の増減要因推計式】 

 

CO2排出原単位 

要因（電力） 

経済活動要因 

産業部門（非製造業）では、「CO2 排出原単位要因」は 2011 年度以降増加要因となっていま

す。2011年度には、「エネルギー消費原単位要因」が減少要因として大きく影響したことで、CO2排

出量は減少しています。2012 年度には、引き続き「エネルギー消費原単位要因」は減少要因とな

っていましたが、「経済活動要因」である市内総生産の増加の影響が上回り、CO2 排出量は増加に

転じています。 

・電力の CO2排出係数 

吹き出しの内容：各要因

に影響する要素の一例 

CO2排出量 エネルギー消費量

エネルギー消費量 市内総生産

CO2排出量＝ × × 市内総生産

CO2排出原単位 

要因（その他燃料） 

エネルギー 

消費原単位要因 

・工場で使用する燃料種 ・省エネ・節電への取組 ・生産量 

CO2排出量 

前年度からの変化量 
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世帯数要因 CO2排出量変化 CO2排出量

前年度からのCO2増減量（t-CO2） CO2排出量（t-CO2）

2009年度からの増減の累計

(単位：t-CO2)

＋5,257-13,716-3,523

＋123,607

＋127,130

-5,905 -7,811

CO2排出量変化

CO2排出原単位要因
エネルギー消費量

要因

115,148

-8,459

CO2排出原単位要因
（電気）

CO2排出原単位要因
（その他燃料）

エネルギー消費
原単位要因

世帯数要因

エネルギー消費
原単位要因

世帯あたり人員要因

（５）民生部門（家庭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【民生部門（家庭）の増減要因推計式】 

 

CO2排出原単位 

要因（電力） 

世帯あたり人員要因 

民生部門（家庭）では、2010年度以降の電力の排出係数の上昇に伴って、「CO2排出原単位要

因」が継続的に増加要因となっています。2010～2012 年度までは、「CO2 排出原単位要因」が増

加要因として大きく影響しているため、CO2排出量は増加傾向にありました。2013年度には「CO2排

出原単位要因」が増加要因であったものの、省エネや節電への取組による「エネルギー消費原単位

要因」が減少要因として上回ったため、CO2排出量は減少に転じています。 

・電力の CO2 

排出係数 

吹き出しの内容：各要因

に影響する要素の一例 

CO2排出原単位 

要因（その他燃料） 

エネルギー 

消費原単位要因 

・家庭で使用する燃料種 

・省エネ・節電への取組 

・電気製品の省エネ化 

・世帯数 

CO2排出量 エネルギー消費量 人口

エネルギー消費量 人口 世帯数

CO2排出量＝ × × × 世帯数

世帯数要因 

・世帯あたり人員 

CO2排出量 

前年度からの変化量 
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エネルギー消費原単位要因 業務床面積要因 CO2排出量変化 CO2排出量

前年度からのCO2増減量（t-CO2） CO2排出量（t-CO2）

2009年度からの増減の累計

(単位：t-CO2)

61,945

＋11,884

＋4,131＋7,753

＋50,061

業務床面積要因

＋44,779 ＋5,282

エネルギー消費
原単位要因

CO2排出量変化

CO2排出原単位要因

CO2排出原単位要因
（電気）

CO2排出原単位要因
（その他燃料）

エネルギー消費量
要因

（６）民生部門（業務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【民生部門（業務）の増減要因推計式】 

 

CO2排出原単位 

要因（電力） 

業務延床面積要因 

民生部門（業務）では、2010～2012 年度までは業務床面積は増加傾向にありましたが、OA 機

器等の省エネ化や省エネ・節電への取組により「エネルギー消費原単位要因」が減少要因となって

いました。しかし、「CO2排出原単位要因」が増加要因として大きく影響しており、CO2排出量は増加

しています。2013 年度には、業務床面積の増加以上にエネルギー消費量が増加したことで、「エネ

ルギー消費原単位要因」が最も大きい増加要因となっています。 

・電力の CO2排出係数 

吹き出しの内容：各要因

に影響する要素の一例 

CO2排出原単位 

要因（その他燃料） 

エネルギー 

消費原単位要因 

・業務床面積 

CO2排出量 エネルギー消費量

エネルギー消費量 業務床面積

CO2排出量＝ × × 業務床面積

・省エネ・節電への取組 

・OA機器等の省エネ化 

・オフィスで使用する 

燃料種 

CO2排出量 

前年度からの変化量 



0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

-40,000

-30,000

-20,000

-10,000

0

10,000

20,000

2009 2010 2011 2012 2013

CO2排出原単位要因 エネルギー消費原単位要因 自動車保有台数要因 CO2排出量変化 CO2排出量
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前年度からのCO2増減量（t-CO2） CO2排出量（t-CO2）

2009年度からの増減の累計

(単位：t-CO2)

＋7,805-47,241

＋310

CO2排出量変化

CO2排出原単位要因
エネルギー消費量

要因

-39,126

-39,436

エネルギー消費
原単位要因

自動車保有台数要因

（７）運輸部門（旅客自動車） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【運輸部門（旅客自動車）の増減要因推計式】 

 

CO2排出原単位要因 自動車保有台数要因 エネルギー消費原単位要因 

運輸部門（旅客自動車）では、自動車保有台数は増加傾向にあるため、「自動車保有台数要

因」が継続的に増加要因となっていますが、CO2 排出量の増減には「エネルギー消費原単位要因」

が大きく影響しています。2011～2012年度には、自動車保有台数あたりのエネルギー消費量が増

加したことで「エネルギー消費原単位要因」が増加要因となっていましたが、2013 年度には減少要

因となったことで、CO2排出量は大きく減少しています。 

・自動車で使用する燃料種 

吹き出しの内容：各要因

に影響する要素の一例 

CO2排出量 エネルギー消費量

エネルギー消費量 自動車保有台数

CO2排出量＝ × × 自動車保有台数

・自動車保有台数 ・燃費の改善・悪化 

・運転方法 

CO2排出量 

前年度からの変化量 
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CO2排出原単位要因 エネルギー消費原単位要因 自動車保有台数要因 CO2排出量変化 CO2排出量

（貨物）

前年度からのCO2増減量（t-CO2） CO2排出量（t-CO2）

2009年度からの増減の累計

(単位：t-CO2)

-2,368

CO2排出量変化

CO2排出原単位要因
エネルギー消費量

要因

-19,707

＋126 -19,833

エネルギー消費
原単位要因

自動車保有台数要因

-17,464

（８）運輸部門（貨物自動車） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【運輸部門（貨物自動車）の増減要因推計式】 

 

CO2排出原単位要因 自動車保有台数要因 エネルギー消費原単位要因 

運輸部門（貨物自動車）では、旅客自動車と同様に自動車保有台数あたりのエネルギー消費量

である「エネルギー消費原単位要因」が最も大きな要因となっています。2011 年度以降は、「エネ

ルギー消費原単位要因」及び「自動車保有台数要因」ともに減少要因となっており、CO2 排出量は

減少傾向となっています。 

吹き出しの内容：各要因

に影響する要素の一例 

CO2排出量 エネルギー消費量

エネルギー消費量 自動車保有台数

CO2排出量＝ × × 自動車保有台数

・自動車で使用する燃料種 

・自動車保有台数 ・燃費の改善・悪化 

・運転方法 

CO2排出量 

前年度からの変化量 


